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平成 24 年度 中間決算のお知らせ 
 
いきいき世代株式会社（代表取締役社長 本間尚登）の平成 24 年度中間決算をお知らせいたします。 

平成 24 年度中間会計期間の業績ハイライト 

 1．業績の状況 

 新契約件数は更新を含め、対前年同期比 1.0％増の 15,699 件（死亡保険 1,943 件、医療保険

13,756 件）、保有契約件数は対前事業年度末比 0.6％増の 30,209 件（死亡保険 3,733 件、医療

保険 26,476 件）となり、保有契約年換算保険料は対前事業年度末比 1.7％増の 1,698 百万円（死

亡保険 145 百万円、医療保険 1,553 百万円）となりました。 

 2．収支の状況 

 当中間会計期間の経常収益は、保険料等収入 1,387 百万円（収入保険料 848 百万円、再保険

関連収入 539 百万円）、責任準備金等戻入額 41 百万円、資産運用収益等その他 0.4 百万円 に

より、1,429 百万円となりました。 一方、経常費用は、保険金等支払金 844 百万円（保険金等

300 百万円、解約返戻金等 2 百万円、再保険料 542 百万円）、事業費 385 百万円により、1,229

百万円となったことから、当中間会計期間の経常利益は 199 百万円、法人税及び住民税ならび

に法人税等調整額を計上した結果、133 百万円の中間（当期）純利益となりました。 

 3．財産の状況 

 当中間会計期間末の総資産は、対前事業年度末比 9.9％増の 1,662 百万円、純資産額は、対前

事業年度末比 24.2%増の 674 百万円となりました。 

 4．健全性の指標 

 保険金等の支払能力の充実の状況を示すソルベンシー・マージン比率は、前事業年度末に比べ

て 1426.3 ポイント上昇し 7787.5％と高い水準となりました。 

 保有契約件数の推移（単位：件）  年換算保険料の推移（単位：百万円）
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1. 経営成績（事業の経過と成果）と今後の経営方針（下半期の見通しと取組み） 

当中間会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要等を背景に緩やかに回復しつつあるも

のの、世界経済の減速により不透明な状況で推移しました。  
当社は、このような経営環境のなかで、継続的発展をめざし、引き続き雑誌「いきいき」を中心とした

マーケットの深耕を推進する一方、第 2、第 3 のマーケットを開拓するために、新規の募集代理店の設置

に積極的に取り組んでまいりました。また、引き受け保険金の上限金額に関する経過措置の延長に対応す

るための新商品の開発を終え、販売開始の準備を進めております。さらに、基幹システムの新システムへ

の移行作業も順調に推移しております。 
下半期におきましては、引き続き新たな販売基盤の拡充、業務運営基盤の強化を推進することで、お客

様や株主の皆様から信頼される企業を目指してまいります。 

 
  ≪財産・損益及び業務の状況の推移≫ 

区  分 
《 第３期 》

平成 21 年度 
《 第４期 》

平成 22 年度 
《 第 5 期 》 
平成 23 年度 

《 第 6 期（当中間) 》

平成 24 年度中間 
年度末契約数 
 （死 亡 保 険） 
 （医 療 保 険） 

27,192 件
673 件

26,519 件

28,953 件
2,220 件

26,733 件

30,022 件 

3,302 件 
26,720 件 

30,209 件
3,733 件

26,476 件

年換算保険料 
 （死 亡 保 険） 
 （医 療 保 険） 

1,482 百万円
25 百万円

1,456 百万円

1,585 百万円
79 百万円

1,506 百万円

1,669 百万円 
125 百万円 

1,544 百万円 

1,698 百万円
145 百万円

1,553 百万円

収入保険料 
 （死 亡 保 険） 
 （医 療 保 険） 

1,464 百万円
8 百万円

1,455 百万円

1,555 百万円
62 百万円

1,493 百万円

1,650 百万円 
109 百万円 

1,541 百万円 

848 百万円
69 百万円

778 百万円
正味収入保険料 
 （死 亡 保 険） 
 （医 療 保 険） 
 （その他の保険） 

485 百万円
５百万円

479 百万円
－百万円

588 百万円
47 百万円

491 百万円
49 百万円

592 百万円 
85 百万円 

507 百万円 
－百万円 

304 百万円
48 百万円

256 百万円
－百万円

経常収益 2,469 百万円 2,669 百万円 2,791 百万円 1,429 百万円

経常利益 119 百万円 235 百万円 383 百万円 199 百万円

中間(当期)純利益 71 百万円 156 百万円 241 百万円 133 百万円

総資産 971 百万円 1,297 百万円 1,512 百万円 1,662 百万円

純資産 147 百万円 302 百万円 543 百万円 674 百万円

有価証券残高 －百万円 －百万円 －百万円 －百万円

責任準備金残高 473 百万円 572 百万円 593 百万円 560 百万円

資本金の額 36 百万円 36 百万円 36 百万円 36 百万円

（発行済株式の総数） 720 株 720 株 720 株 720 株

ソルベンシー・マージン比率 2023.7 % 3882.5 % 6361.2％ 7787.5 %

１株当たり当期(中間)純利益 99,147 円 39 銭 217,776 円 34 銭 335,606 円 06 銭 185,248 円 25 銭

１株当たり純資産額 205,316 円 51 銭 420,592 円 86 銭 754,698 円 92 銭 937,447 円 18 銭

従業員数 27 名 31 名 29 名 32 名

   （注）1. 従業員数は、各年度末における人員数（嘱託、ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ、受入出向者含む）を示し、役員（使用人兼務役員、非常勤役員

を含む）は含めておりません。 
         2. 正味収入保険料のその他の保険は、共済会いきいき世代の会からの契約・財産の受入に伴い発生した、共済契約に係るその

他再保険収入であります。 
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２. 主要業績及び収支･財産の状況 

 
（1）保有契約件数および新契約件数 

 
① 保有契約件数                         （単位：件、％） 

区 分 
平 成 2 3 年 度 

中間会計期間末 

平 成 2 4 年 度

中間会計期間末

   
平成 23 年度末

前年同期末比 前 年 度 末 比  

死 亡 保 険 2,828 3,733 132.0 113.1  3,302

医 療 保 険 26,791 26,476 98.8 99.1  26,720

合 計 29,619 30,209 102.0 100.6  30,022

 
② 新契約件数 （単位：件、％） 

区 分 
平 成 2 3 年 度

中 間 会 計 期 間

平 成 2 4 年 度

中 間 会 計 期 間

 
平 成 2 3 年 度 

前 年 同 期 比

死 亡 保 険 1,504 1,943 129.2 3,372 

医 療 保 険 14,032 13,756 98.0 27,220 

合 計 15,536 15,699 101.0 30,592 

 
（2）年換算保険料 
                （単位：千円、％） 

区 分 
平 成 2 3 年 度

中間会計期間末

平 成 2 4 年 度

中間会計期間末

   
平成 23 年度末

前年同期末比 前 年 度 末 比  

死 亡 保 険 103,874 145,498 140.1 116.4  125,051

医 療 保 険 1,529,095 1,553,433 101.6 100.6  1,544,752

合 計 1,632,969 1,698,931 104.0 101.7  1,669,803
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（3）主要収支項目 
                  （単位：千円、％） 

区 分 
平 成 2 3 年 度

中 間 会 計 期 間

平 成 2 4 年 度

中 間 会 計 期 間

 
平 成 2 3 年 度 

前 年 同 期 比

保 険 料 等 収 入 1,361,485 1,387,497 101.9 2,754,965 

資 産 運 用 収 益 39 32 82.5 75 

保険金等支払金 823,162 844,568 102.6 1,660,015 

事 業 費 360,580 385,083 106.8 725,148 

経 常 利 益 184,502 199,718 108.2 383,818 

 
（4）主要財産項目 
             （単位：千円、％） 

区 分 
平 成 2 3 年 度

中間会計期間末

平 成 2 4 年 度

中間会計期間末

   
平成 23 年度末

前年同期末比 前 年 度 末 比  

総 資 産 1,418,145 1,662,997 117.3 109.9  1,512,905

責 任 準 備 金 566,808 560,449 98.9 94.4  593,695

純 資 産 419,909 674,961 160.7 124.2  543,383
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３. 種目別保険料・保険金 
 
（1）元受正味保険料 
 （単位：千円、％） 

区 分 
平 成 2 3 年 度

中 間 会 計 期 間

平 成 2 4 年 度

中 間 会 計 期 間

 
平 成 2 3 年 度 

前 年 同 期 比

死 亡 保 険 48,703 69,170 142.0 108,886 

医 療 保 険 765,532 776,833 101.5 1,536,511 

合 計 814,236 846,003 103.9 1,645,398 

    （注）元受正味保険料は、以下の定義にしたがって算出されております。 
         元受正味保険料＝保険料－解約返戻金等 

 
（2）正味収入保険料 
 （単位：千円、％） 

区 分 
平 成 2 3 年 度

中 間 会 計 期 間

平 成 2 4 年 度

中 間 会 計 期 間

 
平 成 2 3 年 度 

前 年 同 期 比

死 亡 保 険 34,098 48,422 142.0 85,596 

医 療 保 険 252,792 256,515 101.5 507,369 

そ の 他 の 保 険 － － － － 

合 計 286,891 304,937 106.3 592,966 

    （注）正味収入保険料は、以下の定義にしたがって算出されております。 
         正味収入保険料＝保険料＋再保険返戻金+その他再保険収入－再保険料－解約返戻金等 

 
（3）正味支払保険金 
 （単位：千円、％） 

区 分 
平 成 2 3 年 度

中 間 会 計 期 間

平 成 2 4 年 度

中 間 会 計 期 間

 
平 成 2 3 年 度 

前 年 同 期 比

死 亡 保 険 － 700 － 6,300 

医 療 保 険 96,501 98,701 102.3 191,863 

合 計 96,501 99,401 103.0 198,163 

    （注）正味支払保険金は、以下の定義にしたがって算出されております。 
         正味支払保険金＝保険金等－回収再保険金 
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４. 資産運用の実績 
 
（1）資産の構成 
 （単位：千円、％） 

区 分 
平 成 2 3 年 度

中 間 会 計 期 間 末

平 成 2 4 年 度

中 間 会 計 期 間 末
平 成 2 3 年 度 末

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

現 預 金 930,771 65.6 1,180,094 71.0 1,032,401 68.2

金 銭 信 託 － － － － － －

有 価 証 券 － － － － － －

運 用 資 産 計 930,771 65.6 1,180,094 71.0 1,032,401 68.2

総 資 産 1,418,145 100.0 1,662,997 100.0 1,512,905 100.0

 
（2）利息配当収入の額 
 （単位：千円、％） 

区 分 
平 成 2 3 年 度

中 間 会 計 期 間

平 成 2 4 年 度

中 間 会 計 期 間
平 成 2 3 年 度

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

現 預 金 39 100.0 32 100.0 75 100.0

金 銭 信 託 － － － － － －

有 価 証 券 － － － － － －

小 計 39 100.0 32 100.0 75 100.0

そ の 他 － － － － － －

合 計 39 100.0 32 100.0 75 100.0
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５. 中間貸借対照表  

（単位：千円・％） 

科 目 

平成 23 年度 
中間会計期間末 

(平成 23 年 9 月 30 日現在)

平成 24 年度 
中間会計期間末 

(平成 24 年 9 月 30 日現在)

増  減  

平成 23 年度末 
 

(平成 24年 3月 31日現在)

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率  金額 構成比

（資産の部） 

 現 金 及 び 預 貯 金 

   現 金 

   預 貯 金 

 有 形 固 定 資 産 

   建 物 

   動 産 

 無 形 固 定 資 産 

   ソ フ ト ウ ェ ア 

   利 用 権 

  ソフトウェア仮勘定 

その他の無形固定資産 

 再 保 険 貸 

 そ の 他 資 産 

   未 収 利 息 

   未 収 金 

   前 払 費 用 

   仮 払 金 

   預 託 金 

 繰 延 税 金 資 産 

 供 託 金 

 

930,771 

47 

930,724 

13,320 

3,434 

9,885 

50,216 

29,328 

17,150 

－ 

3,738 

182,862 

143,081 

8 

131,084 

3,862 

－ 

8,126 

61,892 

36,000 

65.6

0.9

3.5

12.9

10.1

4.4

2.5

1,180,094

39

1,180,054

12,844

3,069

9,774

60,285

20,182

2,450

34,419

3,234

174,101

150,307

6

135,083

7,513

6

7,697

46,365

39,000

71.0

0.8

3.6

10.5

9.0

2.8

2.3

249,322

△7

249,330

△475

△364

△111

10,068

△9,146

△14,700

34,419

△504

△8,761

7,225

△2

3,998

3,651

6

△428

△15,527

3,000

 

26.8 

 

 

△3.6 

 

 

20.1 

 

 

 

 

△4.8 

5.0 

 

 

 

 

 

△25.1 

8.3 

 

1,032,401

51

1,032,350

10,874

3,252

7,622

51,375

27,631

9,800

10,458

3,486

147,167

191,650

6

163,380

20,402

－

7,861

43,436

36,000

68.2

0.7

3.4

9.7

12.7

2.9

2.4

資産の部合計 1,418,145 100.0 1,662,997 100.0 244,852 17.3  1,512,905 100.0
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（単位：千円・％） 

科 目 

平成 23 年度 
中間会計期間末 

(平成 23 年 9 月 30 日現在)

平成 24 年度 
中間会計期間末 

(平成 24 年 9 月 30 日現在)

増  減  

平成 23 年度末 
 

(平成 24年 3月 31日現在)

金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率  金額 構成比

（負債の部） 

 保 険 契 約 準 備 金 

 支 払 備 金 

 責 任 準 備 金 

 代 理 店 借 

 再 保 険 借 

 そ の 他 負 債 

 未 払 法 人 税 等 

 未 払 金 

 未 払 費 用 

 預 り 金 

 仮 受 金 

 そ の 他 の 負 債 

 退 職 給 付 引 当 金 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

負債の部合計 

 

610,810 

44,002 

566,808 

－ 

174,274 

167,564 

71,000 

27,937 

28,771 

3,790 

－ 

36,064 

13,257 

32,328 

998,235 

43.1

－

12.3

11.8

0.9

2.3

70.4

598,298

37,848

560,449

41

178,853

157,044

69,746

51,374

30,282

5,640

－

－

12,866

40,930

988,035

36.0

0.0

10.8

9.4

0.8

2.5

59.4

△12,512

△6,153

△6,358

41

4,579

△10,519

△1,253

23,436

1,511

1,850

－

△36,064

△391

8,602

△10,199

 

△2.0 

 

 

－ 

2.6 

△6.3 

 

 

 

 

 

 

△3.0 

26.6 

△1.0 

 

639,818

46,123

593,695

9

137,661

143,567

77,593

39,022

21,866

5,075

9

－

13,629

34,837

969,522

42.3

0.0

9.1

9.5

0.9

2.3

64.1

（純資産の部） 

 資 本 金 

 利 益 剰 余 金 

  利 益 準 備 金 

  繰 越 利 益 剰 余 金 

 株 主 資 本 合 計 

純資産の部合計 

 

36,000 

383,909 

576 

383,333 

419,909 

419,909 

2.5

27.1

29.6

29.6

36,000

638,961

936

638,025

674,961

674,961

2.2

38.4

40.6

40.6

－

255,052

360

254,692

255,052

255,052

 

－ 

66.4 

 

 

60.7 

60.7 

36,000

507,383

576

506,807

543,383

543,383

2.4

33.5

35.9

35.9

負債・純資産の部合計 1,418,145 100.0 1,662,997 100.0 244,852 17.3  1,512,905 100.0
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〔注記〕 
 

  

《 重要な会計方針に関する事項 》 
 

１．固定資産の減価償却の方法 
 

   （１）有形固定資産 

  定額法を採用しております。 
   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 
  建物附属設備   6～15 年 
  工具器具備品   5～6 年 
 

   （２）無形固定資産 

  定額法を採用しております。 
なお、ソフトウェアについては、会社所定の利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

 

２．引当金の計上基準 
 

   （１）退職給付引当金 

平成 23 年度中間会計期 

 従業員の退職給付に備えるため、当社の退職一時金制度に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額を計上しております。 
 

平成 24 年度中間会計期 

 従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務見込額及

び中小企業退職金共済制度から給付される額に基づき計上しております。 

 

   （２）役員退職慰労引当金 

        役員の退職給付に備えるため、当社の役員規程に基づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計上しております。 

 

   ３．消費税等の会計処理 

平成 23 年度中間会計期 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税は発生事業年度の期間費用としております。 
 

     平成 24 年度中間会計期 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

４．責任準備金の積立基準 

責任準備金は、保険業法施行規則第 211 条の 46 の規定に基づき算出した金額を計上して

おります。 
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《 会計方針の変更に関する事項 》 
 

消費税等の会計処理の変更 

平成 23 年度中間会計期においては、消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており

ましたが、平成 24 年度中間会計期より税込方式に変更しました。この変更は平成 24 年度中間会計

期間より消費税の申告上、非課税事業者になったためです。 

なお、当該変更に伴う平成 24 年度中間会計期間損益に与える影響は軽微であります。 

 

《 追加情報 》 
 

退職給付引当金 

平成 24 年度中間会計期において退職金規程を改訂し、退職一時金制度のみの制度から退職一時金

制度、中小企業退職金共済制度および確定拠出年金制度からなる制度を採用しています。これに伴い、

退職給付引当金は退職給付債務見込額から中小企業退職金共済制度から給付される額を控除した金

額をもって計上しております。 
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《 中間貸借対照表に関する事項 》 

 

平成 23 年度中間会計期間末 
（平成 23 年 9 月 30 日現在） 

平成 24 年度中間会計期間末 
（平成 24 年 9 月 30 日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額     16,688 千円  １．有形固定資産の減価償却累計額     20,464 千円  

２．資産除去債務に関する注記         

賃借しているオフィスフロアの建物附属設備等現状

回復義務にかかる資産除去債務を合理的に見積り、5 年

間に亘り償却を行なうこととし、当中間会計期間の負担

に属する金額を減価償却費で計上し、当該金額を預託金

残高より直接減額しております。 

            当中間会計期間 

    期首残高            530 千円 

     時の経過による調整額    265 千円 

     期末(中間)残高       796 千円 

 

２．資産除去債務に関する注記 

賃借しているオフィスフロアの建物附属設備等現状

回復義務にかかる資産除去債務を合理的に見積り、5 年

間に亘り償却を行なうこととし、当中間会計期間の負担

に属する金額を減価償却費で計上し、当該金額を預託金

残高より直接減額しております。 

            当中間会計期間 

    期首残高            1,061 千円 

     時の経過による調整額    265 千円 

     期末(中間)残高        1,327 千円 

 

    

３．税効果会計に関する事項 

  (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 
別の内訳 

   繰延税金資産 
     保険契約準備金 23,576 千円 
         退職給付引当金 4,800 千円 

役員退職慰労引当金 11,706 千円 
大震災保険金等引当金 13,058 千円 

         未払事業税 263 千円 
未払費用 8,095 千円 

     その他 391 千円 
      合計 61,892 千円 

 
  

 (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 
負担率との間の差異の主要な内訳 

   法定実効税率 36.2% 
      （調整） 
        中小法人等の軽減税率(18%) △0.3% 
        住民税均等割額 0.0% 
        その他 0.0% 
      税効果会計適用後の法人税等の負担率   35.9% 

 

３．税効果会計に関する事項 

  (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 
別の内訳 

    繰延税金資産 
     保険契約準備金 19,101 千円 
         退職給付引当金 5,728 千円 

役員退職慰労引当金 13,638 千円 
         未払事業税 205 千円 

未払費用 7,128 千円 
     その他 562 千円 
      合計 46,365 千円 
 
 
 

  (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 
負担率との間の差異の主要な内訳 

    法定実効税率 33.3% 
      （調整） 
        中小法人等の軽減税率(15%) △0.3% 
        住民税均等割額 0.0% 
        税率変更による期末繰延税金資産の 0.1% 
    減額修正                

その他 0.0% 
      税効果会計適用後の法人税等の負担率   33.2% 
 

 

 

 



中間決算のお知らせ [平成 24 年 9 月期] 

 
 

－ 11 － 

平成 23 年度中間会計期間末 
（平成 23 年 9 月 30 日現在） 

平成 24 年度中間会計期間末 
（平成 24 年 9 月 30 日現在） 

 
(3) 法定実効税率の変更による繰延税金資産の金額の 

修正 

     経済社会の構造の変化に対応し税制の構築を図る 

ための所得税法等の一部を改正する法律および東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要

な財源の確保に関する特別措置法が 2011 年 12 月 2 日

に公布されたことに伴い、当中間会計期間の繰延税金

資産の計算に使用した法定実効税率は前中間会計期間

の 36.21％から、回収または支払が見込まれる期間が

2012 年 4 月 1 日から 2015 年 3 月 31 日までのものは

33.32％、2015 年 4 月 1 日以降のものについては 

30.77％としております。 

４．供託金の内訳 

保険業法第 272 条の 5 第１項及び同施行令第 38 条の

4 の規定に基づき、保険契約者等の保護のために政令

で定められた額の金銭を供託しております。 

４．供託金の内訳 

保険業法第 272 条の 5 第１項及び同施行令第 38 条の

4 の規定に基づき、保険契約者等の保護のために政令

で定められた額の金銭を供託しております。 

５．支払備金の内訳 

           (単位：千円)  

内  訳 元受分 出再分 
出再分控除後 

（当中間会計期間末残高）

普通支払備金 6,630 4,072 2,557

既発生未報告損害

に対する支払備金 
125,589 84,144 41,444

合計 132,219 88,216 44,002

保険業法施行規則第 211 条の 52 において準用する同

規則第 73 条第 3 項および第 71 条第 1 項に規定する、 

積み立てないことができる再保険を付した部分に相当

する支払備金の金額は、88,216 千円であります。 
 

５．支払備金の内訳 

              (単位：千円) 

内  訳 元受分 出再分 
出再分控除後 

(当中間会計期間末残高)

普通支払備金 14,400 9,278 5,122

既発生未報告損害

に対する支払備金
99,171 66,445 32,726

合計 113,571 75,723 37,848

保険業法施行規則第 211 条の 52 において準用する同

規則第 73 条第 3 項および第 71 条第 1 項に規定する、 

積み立てないことができる再保険を付した部分に相当

する支払備金の金額は、75,723 千円であります。 

６．責任準備金の内訳   

                                     (単位：千円)

内  訳 元受分 出再分 
出再分控除後 

(当中間会計期間末残高)

普通責任準備金 582,528 39,385  543,142

異常危険準備金 － － 23,665

合計 － － 566,808

保険業法施行規則第 211 条の 52 において準用する同

規則第 71 条第 1 項に規定する、積み立てないことがで

きる再保険を付した部分に相当する責任準備金の金額

は、39,385 千円であります。 

６．責任準備金の内訳   

                                     (単位：千円)

内  訳 元受分 出再分 
出再分控除後 

 (当中間会計期間末残高)

普通責任準備金 578,050 42,201  535,849

異常危険準備金 － － 24,600

合計 － － 560,449

保険業法施行規則第211条の52において準用する同

規則第 71 条第 1 項に規定する、積み立てないことがで

きる再保険を付した部分に相当する責任準備金の金額

は、42,201 千円であります。 
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平成 23 年度中間会計期間末 
（平成 23 年 9 月 30 日現在） 

平成 24 年度中間会計期間末 
（平成 24 年 9 月 30 日現在） 

７．その他の負債の内訳            

その他負債の主な内訳は、平成 23 年 3 月 11 日に発

生した東日本大震災に対する大震災保険金等引当金で

あります。 

７．その他の負債の内訳           －

 

 

８．金融商品に関する事項 

（1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については、「資産運用基本方

針・管理規程」に基づき、預金（外貨除く）および

国債等の有価証券に限定し、銀行等金融機関からの

借入による資金の調達およびデリバティブの取引

は予定しておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理

体制 

市場関連リスクや信用リスクについては、「資産

運用リスク管理方針・管理規程」にしたがい、リス

クの状況について、定期的にリスク管理委員会およ

び取締役会等へ報告される体制としています。 

定期預金については、「定期預金運用ガイドライ

ン」に基づき、預金対象限度額を定め、預金対象金

融機関の対象先および格付けを限定し、同一預金先

への預金限度額（全体に対する割合）を設定した上

で、金利動向・利率・信頼性・利便性等を総合的に

評価して決定する体制としています。さらに、中途

解約の要件などを定め、定期的にモニタリングした

結果をリスク管理委員会等へ報告することとして

います。 

８．金融商品に関する事項 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については、「資産運用基本方

針・管理規程」に基づき、預金（外貨除く）およ

び国債等の有価証券に限定し、銀行等金融機関か

らの借入による資金の調達およびデリバティブの

取引は予定しておりません。   

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理

体制 

市場関連リスクや信用リスクについては、「資産

運用リスク管理方針・管理規程」にしたがい、リス

クの状況について、定期的にリスク管理委員会およ

び取締役会等へ報告される体制としています。 

定期預金については、「定期預金運用ガイドラ

イン」に基づき、預金対象限度額を定め、預金対象

金融機関の対象先および格付けを限定し、同一預金

先への預金限度額（全体に対する割合）を設定した

上で、金利動向・利率・信頼性・利便性等を総合的

に評価して決定する体制としています。さらに、中

途解約の要件などを定め、定期的にモニタリングし

た結果をリスク管理委員会等へ報告することとし

ています。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

  平成 23 年 9 月 30 日（当年度中間決算日）における

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。 

(単位：千円) 

内  容 
貸借対照

表計上額 時価 差額 

現金及び預貯金 930,771 930,771 －

（金融商品の時価の算定方法） 

  現金及び預貯金は、１年以内の短期間で決済される

ため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

  平成 24 年 9 月 30 日（当年度中間決算日）における

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。 

(単位：千円) 

内  容 
貸借対照

表計上額 時価 差額 

現金及び預貯金 1,180,094 1,180,094 －

（金融商品の時価の算定方法） 

  現金及び預貯金は、１年以内の短期間で決済される

ため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 
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平成 23 年度中間会計期間末 
（平成 23 年 9 月 30 日現在） 

平成 24 年度中間会計期間末 
（平成 24 年 9 月 30 日現在） 

９．１株あたりの純資産額     583,208 円 28 銭

 

９．１株あたりの純資産額     937,447 円 18 銭

10．退職給付に関する事項 

(1) 採用している退職給付金制度の概要 

   当社は、従業員の将来の退職に備えるため、退職一

時金制度を採用しています。 

 

 

 
 
 

(2) 退職給付債務に関する事項 

     退職給付債務           13,257 千円 
  退職給付引当金           13,257 千円 
      

 

 

 

 

 

 

 

(3) 退職給付費用に関する事項 

退職給付引当金繰入額（勤務費用） 1,315 千円 
その他              1,811 千円 
 

 

 

 

 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   退職給付債務の算定方法として、簡便法を採用して

おります。 

 

 

10．退職給付に関する事項 

(1) 採用している退職給付金制度の概要 

当社は、従業員の将来の退職に備えるため、当中間

会計期より、退職一時金制度、中小企業退職金共済制

度及び確定拠出年金制度を採用しています。退職給付

制度の変更に伴い、前期末の退職一時金制度による退

職給付引当金残高の一部である 7,667 千円を確定拠

出年金制度の年金資産に 4 年間で移行する予定であ

り、その相当額を取り崩しております。 
 

(2) 退職給付債務に関する事項 

    退職給付債務            12,866 千円 
    中小企業退職金共済制度から 

給付される額            － 千円 
退職給付引当金            12,866 千円 
 

前期末の退職一時金制度による退職給付金引当金

から確定拠出年金制度の年金資産への移行額の内、当

中間会計期間末における未納額 5,750 千円は、未払金

に計上しております。 
 

(3) 退職給付費用に関する事項 

退職給付引当金繰入額（勤務費用）   7,030 千円 
その他                 11 千円 
 
中小企業退職金年金共済への拠出額 1,162千円及び

確定拠出年金への拠出額 1,478 千円は、営業費及び一

般管理費に含まれています。 
  

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   退職給付債務の算定方法として、簡便法を採用して

おります。 
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平成 23 年度中間会計期間末 
（平成 23 年 9 月 30 日現在） 

平成 24 年度中間会計期間末 
（平成 24 年 9 月 30 日現在） 

11．金額は記載単位未満の端数を切り捨てて表示し

ております。また、構成比、増減率は小数点第２

位以下を四捨五入して表示しております。 

11．金額は記載単位未満の端数を切り捨てて表示し

ております。また、構成比、増減率は小数点第 2
位以下を四捨五入して表示しております。 
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６. 中間損益計算書 
                                   （単位：千円・％） 

科  目 

平成 23 年度中間会計期間

    平成 23 年 4 月 1 日～ 

    平成 23 年 9 月 30 日 

平成 24 年度中間会計期間

    平成 24 年 4 月 1 日～ 

    平成 24 年 9 月 30 日 

増  減  

平成 23 年度 
   平成 23 年 4 月 1 日～ 

   平成 24 年 3 月 31 日 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額  増減率  金 額 構成比

 経 常 収 益 

保 険 料 等 収 入 

保 険 料 

再 保 険 収 入 

   回 収 再 保 険 金 

   再 保 険 手 数 料 

   再 保 険 返 戻 金 

その他再保険収入 

責 任 準 備 金 等 戻 入 額 

支 払 備 金 戻 入 額 

責 任 準 備 金 戻 入 額 

資 産 運 用 収 益 

 利息及び配当金等収入 

そ の 他 経 常 収 益 

1,369,056
1,361,485

816,618
544,867
195,373
347,933

1,561
－

6,853
698

6,154
39
39

678

100.0
99.4

0.5

0.0

0.1

1,429,431
1,387,497

848,077
539,420
200,693
337,393

1,333
－

41,520
8,274

33,245
32
32

381

100.0
97.1

2.9

0.0

0.0

60,375 
26,012 
31,459 

△5,447 
5,320 

△10,540 
△227 

－ 
34,667 

7,576 
27,091 

△6 
△6 

△296 

4.4 
1.9 

 
 
 
 
 
 

505.9 
 

 

△17.5 

 
△43.7 

 
2,791,963
2,754,965
1,650,453
1,104,512

391,686
700,147

3,299
9,379

－

－

－

75
75

36,922

100.0
98.7

－

0.0

1.3

 経 常 費 用 

保 険 金 等 支 払 金 

 保 険 金 等 

 解 約 返 戻 金 等 

 再 保 険 料 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 

 支 払 備 金 繰 入 額 

 責 任 準 備 金 繰 入 額 

事 業 費 

 営業費及び一般管理費 

 税 金 

 減 価 償 却 費 

 退職給付引当金繰入額 

 役員退職慰労引当金繰入額 

そ の 他 の 経 常 費 用 

1,184,554
823,162
291,875

2,382
528,905

－

－

－

360,580
326,365

10,955
17,690
1,315
4,253

810

86.5
60.1

－

26.3

0.1

1,229,713
844,568
300,095

2,073
542,400

－

－

－

385,083
352,161

1,201
18,598
7,030
6,093

61

86.0
59.0

－

26.9

0.0

45,159 
21,406 

8,220 
△308 

13,494 
－ 
－ 
－ 

24,502 
 25,795 
△9,754 

907 
5,714 
1,839 
△749 

3.8 
2.6 

 
 
 

－ 
 
 

6.8 
 
 
 
 
 

△92.4 

 
2,408,144
1,660,015

589,850
5,054

1,065,110
22,155

1,422
20,732

725,148
653,168

22,716
35,880
3,934
9,449

825

86.3
59.5

0.8

26.0

0.0

 経 常 利 益 184,502 13.5 199,718 14.0 15,215 8.2  383,818 13.7

 特 別 損 失 

固 定 資 産 処 分 損 

－

－

－ 139
139

0.0 139 
139 

－ 
 
 

－

－

－

 税引前中間（当期）純利益 

 法 人 税 及 び 住 民 税 

 法 人 税 等 調 整 額 

 法 人 税 等 合 計 

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

184,502

70,281

△3,942

66,339

118,163

13.5

5.1

△0.3

4.8

8.6

199,578

69,128

△2,928

66,199

133,378

14.0

4.8

△0.2

4.6

9.3

15,076 

△1,152 

1,013 

△139 

15,215 

8.2 

△1.6 

△25.7 

△0.2 

12.9 

 383,818

127,667

14,514

142,181

241,636

13.7

4.6

0.5

5.1

8.7
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〔注記〕 
  

《 中間損益計算書に関する事項 》 

 

平成 23 年度中間会計期間 
（平成 23 年 4 月 1 日～平成 23 年 9 月 30 日） 

平成 24 年度中間会計期間 
（平成 24 年 4 月 1 日～平成 24 年 9 月 30 日） 

１．正味収入保険料及び正味支払保険金の算出 

  (1) 正味収入保険料 

   収入保険料 816,618 千円 
   再保険返戻金 1,561 千円 
   再保険料 528,905 千円 
      解約返戻金等 2,382 千円 

         差引 286,891 千円 

 (2) 正味支払保険金 

   保険金等 291,875 千円 
   回収再保険金 195,373 千円 

         差引 96,501 千円 

１．正味収入保険料及び正味支払保険金の算出 

  (1) 正味収入保険料 

   収入保険料 848,077 千円 
   再保険返戻金 1,333 千円 
   再保険料 542,400 千円 
      解約返戻金等 2,073 千円 
         差引                 304,937 千円 

 (2) 正味支払保険金 

   保険金等 300,095 千円 
   回収再保険金 200,693 千円 
         差引 99,401 千円 

 

２．その他経常収益の内訳 

その他経常収益の主な内訳は、大震災関連の給付金支

払による大震災保険金引当戻入額であります。 

２．その他経常収益の内訳 

その他経常収益の主な内訳は、今年度から加入した中

小企業退職金共済制度に対する国からの助成金額であり

ます。 

３．その他経常費用の内訳              

その他経常費用の主な内訳は、保険業法第 272 条の 30
第2 項において準用する法第145条第1項に規定する「業

務及び財産の管理の委託」の終了以降に発生した共済会

いきいき世代の会での給付金の支払分であります。 

３．その他経常費用の内訳 

その他経常費用の主な内訳は、保険業法第 272 条の 30
第2項において準用する法第145条第1項に規定する「業

務及び財産の管理の委託」の終了以降に発生した共済会

いきいき世代の会での給付金の支払分であります。 

４．支払備金戻入額の計算に係わる出再相当額        

支払備金戻入額は、洗い替え方式による管理を行って

いる当中間会計期間末残高と前年度末残高の差額を計上

しております。支払備金戻入額の計算上、差し引かれた

再保険を付した部分に相当する支払備金戻入額の金額

は、2,538 千円であります。 

４．支払備金戻入額の計算に係わる出再相当額         

支払備金戻入額は、洗い替え方式による管理を行って

いる当中間会計期間末残高と前年度末残高の差額を計上

しております。支払備金戻入額の計算上、差し引かれた

再保険を付した部分に相当する支払備金戻入額の金額

は、17,920 千円であります。 

５．責任準備金戻入額の計算に係わる出再相当額 

責任準備金戻入額は、洗い替え方式による管理を行って

いる当中間会計期間末残高と前年度末残高の差額を計上

しております。責任準備金戻入額の計算上、足し上げられ

た再保険を付した部分に相当する責任準備金戻入額の金

額は、1,962 千円であります。 

５．責任準備金戻入額の計算に係わる出再相当額 

責任準備金戻入額は、洗い替え方式による管理を行って

いる当中間会計期間末残高と前年度末残高の差額を計上

しております。責任準備金戻入額の計算上、足し上げられ

た再保険を付した部分に相当する責任準備金戻入額の金

額は、1,038 千円であります。 
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平成 23 年度中間会計期間 
（平成 23 年 4 月 1 日～平成 23 年 9 月 30 日） 

平成 24 年度中間会計期間 
（平成 24 年 4 月 1 日～平成 24 年 9 月 30 日） 

６．利息及び配当金収入の内訳  

   預貯金利息 39 千円 

 

６．利息及び配当金収入の内訳  

   預貯金利息 32 千円 

 

７．減価償却費の内訳  

   有形固定資産 2,445 千円 

   無形固定資産 14,979 千円 

   資産除去債務償却分          265 千円 

 

７．減価償却費の内訳  

   有形固定資産 2,587 千円 

   無形固定資産 15,745 千円 

   資産除去債務償却分          265 千円 

 

８．役員退職慰労給付費用の総額 4,253 千円 

 

８．役員退職慰労給付費用の総額 6,093 千円 

 

９．関連当事者との取引に関する事項 

  (1) 親会社及び法人主要株主等 

                      (単位：千円) 

種  類 

会 社 等 

名    称 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

取引の

内  容 

取引金額

(注) 科 目

中間会計

期間末

残高(注)

法    人 

主要株主 

いきいき㈱ （被所有） 

直接 14.86% 

間接  0.00% 

広告宣伝等 
発注 

広  告 
宣伝等 

90,570 未払金 13,493

 (注）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、

期末残高には消費税等が含まれております。 

 

 （取引条件及び取引条件の決定方針等） 

    上記取引については、市場の実勢価格等を勘案し、 価格

交渉の上で決定しております。 

９．関連当事者との取引に関する事項 

  (1) 親会社及び法人主要株主等 

                      (単位：千円) 

種  類

会 社 等

名    称

議決権等の

被所有割合

関連当事者 

との関係 

取引の

内  容 

取引金額

(注) 科 目

中間会計

期間末

残高(注)

法    人

主要株主

いきいき㈱ （被所有）

直接 14.86% 

間接  0.00% 

広告宣伝等 
発注 

広  告 
宣伝等 

90,348 未払金 22,902

  (注）取引金額および期末残高には消費税等が含まれております。 

 

 

 （取引条件及び取引条件の決定方針等） 

    上記取引については、市場の実勢価格等を勘案し、価格

交渉の上で決定しております。 

10．特別損失の内訳                  － 10．特別損失の内訳  

  固定資産処分損の主な内訳は、コピー複合機の交換に

伴う機器の処分損であります。 

11．１株あたりの中間純利益    164,115 円 42 銭 

     算定上の基礎である中間純利益 118,163 千円 
     普通株式に係る中間純利益 118,163 千円 
     普通株式の期中平均株式数 720 株 

   なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

11．１株あたりの中間純利益   185,248 円 25 銭 

     算定上の基礎である中間純利益 133,378 千円 
     普通株式に係る中間純利益 133,378 千円 
     普通株式の期中平均株式数 720 株 

   なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

12．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

また、構成比、増減率は小数点第２位以下を四捨五入

して表示しております。 

12．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

また、構成比、増減率は小数点第２位以下を四捨五入

して表示しております。 



中間決算のお知らせ [平成 24 年 9 月期] 

 
 

－ 18 － 

７. 中間株主資本等変動計算書 

       （単位：千円・％）

科  目 

平成 23 年度中間会計期間

   平成 23 年 4 月 1 日～ 

   平成 23 年 9 月 30 日 

平成 24 年度中間会計期間 

 平成 24 年 4 月 1 日～ 

 平成 24 年 9 月 30 日 

平成 23 年度 
  平成 23 年 4 月 1 日～ 

  平成 24 年 3 月 31 日 

金  額 金  額 金  額 

株 主 資 本 
 

  資 本 金 

    当 期 首 残 高 36,000 36,000 36,000
    当 中 間 期 変 動 額  
       当 中 間 期 変 動 額 合 計 － － －

    当 中 間 期 末 残 高 36,000 36,000 36,000
  利 益 剰 余 金  

利 益 準 備 金  
当 期 首 残 高 360 576 360
当 中 間 期 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 216 360 216
当 中 間 期 変 動 額 合 計 216 360 216
当 中 間 期 末 残 高 576 936 576

繰 越 利 益 剰 余 金  
      当 期 首 残 高 266,466 506,807 266,466
      当 中 間 期 変 動 額  
        剰 余 金 の 配 当 △1,296 △2,160 △1,296

    中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 118,163 133,378 241,636
    当 中 間 期 変 動 額 合 計 116,867 131,218 240,340
      当 中 間 期 末 残 高 383,333 638,025 506,807
    利 益 剰 余 金 合 計  
      当 期 首 残 高 266,826 507,383 266,826
      当 中 間 期 変 動 額  
        剰 余 金 の 配 当 △1,080 △1,800 △1,080
        中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 118,163 133,378 241,636
      当 中 間 期 変 動 額 合 計 117,083 131,578 240,556
      当 中 間 期 末 残 高 383,909 638,961 507,383

  株 主 資 本 合 計 

    当 期 首 残 高 302,826
 

543,383 302,826
    当 中 間 期 変 動 額  
      剰 余 金 の 配 当 △1, 080 △1,800 △1,080
      中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 118,163 133,378 241,636
    当 中 間 期 変 動 額 合 計 117,083 131,578 240,556
    当 中 間 期 末 残 高 419,909 674,961 543,383

純 資 産 合 計  
  当 期 首 残 高 302,826 543,383 302,826
  当 中 間 期 変 動 額  
    剰 余 金 の 配 当 △1,080 △1,800 △1,080
    中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 118,163 133,378 241,636
  当 中 間 期 変 動 額 合 計 117,083 131,578 240,556
  当 中 間 期 末 残 高 419,909 674,961 543,383
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  〔注記〕 
  

  《 中間株主資本等変動計算書に関する事項 》 

 

平成 23 年度中間会計期間 
（平成 23 年 4 月 1 日～平成 23 年 9 月 30 日）

平成 24 年度中間会計期間 
（平成 24 年 4 月 1 日～平成 24 年 9 月 30 日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

         (単位：株) 

株式の種類 
前年度末 

株式数 

当年度中間期 

増加株式数 

当年度中間期

減少株式数

当年度中間

期末株式数

発行済株式   

普通株式 720 － － 720

合計 720 － － 720

  
 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

         (単位：株) 

株式の種類
前年度末

株式数

当年度中間期 

増加株式数 

当年度中間期

減少株式数 

当年度中間

期末株式数

発行済株式  

普通株式 720 － － 720

合計 720 － － 720

  

 

２．新株予約権に関する事項 

      該当事項はありません。 

２．新株予約権に関する事項 

      該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額                 

 

決議 
株 式 

の種類 

配当金

の総額

配 当 

の原資 

1 株当たり

配当金 
基準日

効力 

発生日 

平成 23 年 6 月 10 日

定時株主総会 

普通 

株式 

1,080

千円 

利  益 

剰余金 
1,500 円 

平成 23 年

3 月 31 日

平成 23 年

6 月 13 日
 

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額                 

 

決議 
株 式

の種類

配当金

の総額

配 当 

の原資 

1 株当たり

配当金 
基準日

効力 

発生日 

平成 24 年 6 月 8 日

定時株主総会 

普通

株式

1,800

千円 

利  益 

剰余金 
2,500 円 

平成 24 年

3 月 31 日

平成 24 年

6 月 11 日
 

 (2) 基準日が当年度に属する配当のうち、 
配当の効力発生日が翌年度になるもの    － 

 

 

 (2) 基準日が当年度に属する配当のうち、 
配当の効力発生日が翌年度になるもの    － 

 

 

４．金額は記載単位未満を切り捨てて表示して 

おります。  

４．金額は記載単位未満を切り捨てて表示して 

おります。 
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８. 中間キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円・％） 

科  目 

平成 23 年度中間会計期間

    平成 23 年 4 月 1 日～ 

    平成 23 年 9 月 30 日 

平成 24 年度中間会計期間

   平成 24 年 4 月 1 日～ 

   平成 24 年 9 月 30 日 

増  減  

平成 23 年度 
  平成 23 年 4 月 1 日～

  平成 24 年 3 月 31 日

金 額 金 額 金 額 増減率  金 額 

 営業活動によるキャッシュ・フロー       

保 険 料 の 収 入 841,880 876,374 34,493 4.1  1,643,429

再 保 険 収 入 553,559 512,486 △41,072 △7.4  1,148,900

保 険 金 等 支 払 に よ る 支 出 △294,769 △298,870 △4,100 1.4  △592,814

解約返戻金等支払による支出 △1,921 △2,776 △855 44.5  △4,360

再 保 険 料 支 払 に よ る 支 出 △535,187 △501,207 33,979 △6.3  △1,108,005

事 業 費 の 支 出 △319,578 △331,034 △11,455 3.6  △683,529

小    計 243,982 254,971 10,989 4.5  403,619

利 息 及 び 配 当 金 等 の 受 取 額 32 26 △5 △17.2  63

利 息 の 支 払 額 △1 △2 0 36.5  △16

そ の 他 － △101 △101 －  －

法 人 税 等 の 支 払 額 △68,494 △77,597 △9,102 13.3  △119,772

 営業活動によるキャッシュ･フロー 175,517 177,296 1,778 1.0  283,893

 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形・無形固定資産の取得による支出 △1,125 △24,803 △23,678 2104.8  △7,870

供託金の所要額支出（増加） △2,000 △3,000 △1,000 50.0  △2,000

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,125 △27,803 △24,678 789.7  △9,870

 財務活動によるキャッシュ・フロー    

配 当 金 の 支 払 額 △1,080 △1,800 △720 △66.7  △1,080

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,080 △1,800 △720 △66.7  △1,080

 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 171,312 147,692 △23,620 △13.8  272,943

 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 759,458 1,032,401 272,943 35.9  759,458

 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 930,771 1,180,094 249,322 26.8  1,032,401
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 〔注記〕 
  

 《 中間キャッシュ・フロー計算書に関する事項 》 

 

平成 23 年度中間会計期間 
（平成 23 年 4 月 1 日～平成 23 年 9 月 30 日）

平成 24 年度中間会計期間 
（平成 24 年 4 月 1 日～平成 24 年 9 月 30 日）

１．現金及び現金同等物の当年度末残高と貸借 

  対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 （平成 23 年 9 月 30 日現在）

     現金及び預貯金勘定 930,771 千円 
     預入期間が 3 ヶ月超の定期預金 － 千円 
   現金及び現金同等物 930,771 千円 

 
なお、キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は、手許現金、要求払い預金及び

取得日から満期日または償還日までの期間が３ヶ月以

内の定期預金等の短期投資からなっています。 
 

１．現金及び現金同等物の当年度末残高と貸借 

  対照表に掲記されている科目の金額との関係  

 （平成 24 年 9 月 30 日現在）

     現金及び預貯金勘定 1,180,094 千円 
     預入期間が 3 ヶ月超の定期預金 － 千円 
   現金及び現金同等物 1,180,094 千円 

 
なお、キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は、手許現金、要求払い預金及び

取得日から満期日または償還日までの期間が３ヶ月以

内の定期預金等の短期投資からなっています。 

 

２．金額は記載単位未満を切り捨てて表示してお

ります。また、増減率は小数点第２位以下を

四捨五入して表示しております。 

２．金額は記載単位未満を切り捨てて表示してお

ります。また、増減率は小数点第２位以下を

四捨五入して表示しております。 

 

 



中間決算のお知らせ [平成 24 年 9 月期] 

 
 

－ 22 － 

９. ソルベンシー・マージン比率（保険金等の支払能力の充実の状況） 

（単位：千円） 

項 目 
平成 2 3 年度

中間会計期間末

平成 2 4 年度 

中間会計期間末 

平成 2 3 年度

 

（1）ソルベンシ－・マージン総額 661,172 1,018,384 817,958

 ① 純資産の部合計 

  （社外流出予定額、評価・換算差額等及び繰延資産を除く。） 

419,909 674,961 541,583

 ② 価格変動準備金 － － －

 ③ 異常危険準備金 23,665 24,600 24,202

 ④ 一般貸倒引当金 － － －

 ⑤ その他有価証券の評価差額（税効果控除前） 

  （99％又は 100％） 

－ － －

 ⑥ 土地含み損益（85％又は 100％） － － －

 ⑦ 契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額） － － －

 ⑧ 将来利益 － － －

 ⑨ 税効果相当額 217,597 318,821 252,172

 ⑩ 負債性資本調達手段等 － － －

  告示（第 14 号）第 2 条第 3 項第 5 号イに掲げるもの（⑩(a)） － － －

  告示（第 14 号）第 2 条第 3 項第 5 号ロに掲げるもの（⑩(b)） － － －

 ⑪ 控除項目（－） － － －

（2）リスクの合計額  √〔Ｒ1 
2

＋R2 
2

〕＋Ｒ3＋Ｒ4 25,269 26,154 25,716

 保険リスク相当額 23,665 24,600 24,202

  Ｒ1 一般保険リスク相当額 23,665 24,600 24,202

  Ｒ4 巨大災害リスク相当額 － － －

 Ｒ2 資産運用リスク相当額 6,924 6,810 6,649

  価格変動等リスク相当額 － － －

  信用リスク相当額 1,261 1,359 1,259

  子会社等リスク相当額 － － －

  再保険リスク相当額 3,834 3,709 3,918

  再保険回収リスク相当額 1,828 1,741 1,471

 Ｒ3 経営管理リスク相当額 611 628 617

ソルベンシー・マージン比率 （1）/｛(1/2) ×（2）｝ 5232.9％ 7787.5％ 6361.2％

 


